
参考様式１

＜連絡先＞

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること

・共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載する。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、全ての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

03-5320-4867 03-5388-1466 Seiichirou_Shimizu@member.metro.tokyo.jp東京都産業労働局農林水産部森林課

東　　京　　都 

電話番号

　　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付対象事業別概要

計　画　主　体　名 計　画　期　間

担当課 メールアドレス

Ｈ１９～Ｈ２３

ＦＡＸ番号



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標の設定根拠

【記入要領】

事業活用活性化計画目標 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・事業活用活性化計画目標の項目は農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実施要領の別紙に掲げる項目から選択するものとする。

・事業活用活性化計画目標の記載にあたっては「事業活用活性化計画目標の設定について」により記入すること。

・地域内類似施設（宿泊可）の5ヵ年間入込客数は、奥多摩都民の森138,005人と山のふるさと村948,945人で合計1,086,950人である。
・今回整備する施設の計画期間内入込客数は、32,800人とした。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出増加率等

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

交流人口の増加 3.02%

交流人口の増加
　＝（（地域内類似施設の5ヵ年間入込客数）＋（実施する施設の5ヵ年入込客数））【目
標】÷（地域内類似施設の5ヵ年入込客数）【現状】×100－100
　＝1,119,750人【目標】÷1,086,950人【現状】×100－100＝3.02％



（交付対象事業別概要）

Ⅱ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

【記入要領】
・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。
・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容の欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性について併せて記載すること。
・事業メニューには、実施要領の別表の事業メニュー名を記入すること。
・地区名には、事業の実施地区名を記入すること。
・事業内容は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。
・事業規模は、施設毎の棟数と床面積、農道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。
・実施期間は、原則として３年以内とすること。
・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。

H19～H21 奥多摩町 230,000 115,000

活動拠点施設
　・ｾﾗﾋﾟｰｽﾃｲｼ
　　ｮﾝ　　　3棟
　・広場
     　 　 600㎡
　・植栽　１式
附帯施設
　・ｳｯﾄﾞ及びﾁ
　　ｯﾌ遊歩道
　　　  1,240ｍ
　・ｳｯﾄﾞﾃﾗｽ
　　　   10箇所
　・駐車場
　　　　　  50㎡
　・電気・水道・
　　汚水施設
　　　　　　１式
設計費
　　　　　　１式

都市との共
生を図りなが
ら 森 林 の 適
正 な 管 理 及
び 山 村 の 活
性 化 に 資 す
るための、林
間 広 場 等 及
び 附 帯 施 設
の整備。

奥多摩地
区

自然環境保全・
活用施設

50 115,000

奥多摩町は、目標として掲げる交流人口
の増加を図るため、ＪＲ奥多摩駅から徒歩
圏内の森林内に、都市住民が気楽に利用
できる遊歩道及び広場を整備する。この整
備により、都市住民のレクリエーション、リ
ハビリテーション、及び環境学習を体験でき
る施設として利用してもらい、都市住民に森
林で親しんでもらうことで、森林の公益的機
能、森林整備の重要性を理解してもらい、
国民全体で森林を育む意識を高めてもらう
とともに、来遊者の増加により新たな森林
の活用方法による地域振興を図っていく。

交付額
算定交
付率

交付限
度額
  （千円）

活性化計画の目標及び事業活用活性化計
画目標との関連性

実施期間 事業実施主体
全体事業
費
  （千円）

交付金
要望額
  （千円）

事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等



Ⅲ　優先枠を活用する事業に関する事項 （交付対象事業別概要）

【記入要領】 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・優先枠事業を実施しようとする場合には、以下のいずれかの優先枠指標を記入すること。

　　（輸出促進緊急条件整備事業優先枠）

　　　輸出量の増加率（％）＝優先枠事業の実施によって見込まれる年間の輸出量（ｔ)（目標）÷現在の年間輸出量（ｔ）×１００－１００

　　（農林漁業再チャレンジ支援対策優先枠）
　　　交流人口の増加数＝優先枠事業の実施によって見込まれる地域外からの年間入込客の増加人数

　　　定住人口の増加数＝優先枠事業の実施によって見込まれる地区人口の増加人数

・優先枠の種類は、いずれか該当する方を丸囲みすること。
　　なお一つの事業について複数の優先枠指標を設定する場合は優先枠指標ごとに当該様式を作成する。

・事業メニューには、実施要領の別表１の事業メニュー名を記載すること。

・地区名には、事業の実施地区名を記入すること。

・事業内容と優先枠指標の関連性は優先枠指標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。

・優先枠を活用する事業とは、予算の優先枠（輸出促進緊急条件整備事業優先枠、農林漁業再チャレンジ支援対策優先枠）の対象となる事業であり、具体的には、輸出の促進に関連する
事業及び実施要領の別表１の事業メニュー番号１０、３３、３４、３７、３８、４３又は４５であって要件類別番号５、２１、２３又は２５を満たすものがその対象となる。

１　輸出促進緊急条件整備事業優先枠

２　農林漁業再チャレンジ支援対策優先枠

優先枠の種類 優先枠指標 増　加　率　等　の　算　出増加率等

　　　優先枠指標の設定根拠

事　業　メ　ニ　ュ　ー　名 地区名 事業内容と優先枠指標との関連性

１　輸出促進緊急条件整備事業優先枠

２　農林漁業再チャレンジ支援対策優先枠

優先枠の種類 優先枠指標 増　加　率　等　の　算　出増加率等



Ⅳ　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金年度別事業実施計画

計画主体名 整理コード
目標番

号

山村 過疎 特農 半島 離島 豪雪
急傾
斜地

沖縄 奄美

事業別内容 内訳 19 東京都 13 東京都 13 1 1 1 奥多摩町 奥多摩地区 1 1

2
3
4
5
6
7
8

合計（Ｆ） 19 東京都 13 東京都 13 1 999 23
事業活用活性化計画目標等 19 東京都 13 東京都 13 1 1001 2 3.02

1002
1003
1004
1005
1006

①事業費計（＝（Ｆ）） 19 東京都 13 東京都 13 1 2001
②ハード事業 19 東京都 13 東京都 13 1 1 2002

創意工夫発
揮事業 1 2003

附帯事業 1 2004
③ソフト事業 2 2005

創意工夫発
揮事業 2 2006

④市町村等附帯事務費 19 東京都 13 東京都 13 1 1 2007
⑤都道府県附帯事務費 19 東京都 13 東京都 13 1 1 2008
総合計（①＋④＋⑤） 19 1 東京都 13 東京都 13 1 2009

 　うちハード事業（②＋④＋⑤） 東京都 13 東京都 13 1 1 2010
 　うちソフト事業（③） 2 2011

共同で計画作成を行う場合の内訳
○○町 事業費（ハード） 1

市町村等附帯事務費 1
事業費（ソフト） 2

××県 事業費（ハード） 1
都道府県附帯事務費 1
市町村等附帯事務費 1
事業費（ソフト） 2

計画主体
コード

（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

市町村名 地区名
地域指定状況

ハード事
業、ソフ
ト事業の
別
ハード：
１
ソフト：２

計画の
提出年

度

計画
番号

都道府県
コード

（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

事業活用活性化
計画目標

計画期間
最終年度

新規・
変更
の別
新規：
１
変更：
２

都道府県
名

増減率
等



輸出量
の増加

交流人口
の増加

定住人
口の増
加

輸出優先
枠関係

再チャレ
優先枠関

係

円 円 ％ 円 円 円

45
自然環境保全・

活用施設
27

林間広場等及び
附帯施設の整備 H19～H21 奥多摩町 230,000,000 115,000,000 50 115,000,000 0 0

H19～H21 230,000,000 115,000,000 115,000,000 0 0

230,000,000 115,000,000 115,000,000 0 0
230,000,000 115,000,000 115,000,000 0 0

918,000 459,000 50 459,000 0 0
3,908,000 1,954,000 50 1,954,000 0 0

234,826,000 117,413,000 117,413,000 0 0
234,826,000 117,413,000 117,413,000 0 0

ポ イ ン ト
※市町村
合計欄に

記 入

遊休農地
の解消に
向けた取
組の有無

優先枠関連指標

前　年　度　ま　で

事 業 内 容 及
び

事 業 量
実施期間

事業実施
主 体

交 付 金 額
( 千 円 未 満
は切り捨て）

交付額算
定交付率

Ｂ

交付限度額
Ｃ ＝ Ａ × Ｂ
( 千 円 未 満
は切り捨て）

全体事業費
Ａ

事 業
費

交付金額
Ｄ

事業メニュー名
要 件
類 別
番 号増減率

等
増減率

等
増減率

等

関連する
事業は１
を 記 載

地域再生
計画との

関連

頑張る地
方応援プ
ログラム
との関連

事 業 メ
ニ ュ ー
番 号

全　　体　　計　　画

ポ イ ン ト
※市町村
合計欄に

記 入

ポ イ ン ト
※市町村
合計欄に

記 入

関連する
事業は１
を 記 載



事業内容及
び

仕入れに係
る

消費税相当
額

事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額
事 業

費
交 付
金 額

事 業
費

円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
林間広場等附帯施

設の整備 70,000,000 35,000,000 17,500,000 17,500,000 0 30.4 35,000,000 該当なし 70,000,000 35,000,000 160,000,000 80,000,000 79,400,000 39,700,000 80,600,000 40,300,000

70,000,000 35,000,000 17,500,000 17,500,000 0 30.4 35,000,000 70,000,000 35,000,000 160,000,000 80,000,000 79,400,000 39,700,000 80,600,000 40,300,000

70,000,000 35,000,000 17,500,000 17,500,000 0 35,000,000 70,000,000 35,000,000 160,000,000 80,000,000 79,400,000 39,700,000 80,600,000 40,300,000
70,000,000 35,000,000 17,500,000 17,500,000 0 35,000,000 70,000,000 35,000,000 160,000,000 80,000,000 79,400,000 39,700,000 80,600,000 40,300,000

280,000 140,000 140,000 0 0 140,000 280,000 140,000 638,000 319,000 316,000 158,000 322,000 161,000
1,190,000 595,000 595,000 0 0 595,000 1,190,000 595,000 2,718,000 1,359,000 1,348,000 674,000 1,370,000 685,000

71,470,000 35,735,000 18,235,000 17,500,000 0 35,735,000 71,470,000 35,735,000 163,356,000 81,678,000 81,064,000 40,532,000 82,292,000 41,146,000
71,470,000 35,735,000 18,235,000 17,500,000 0 35,735,000 71,470,000 35,735,000 163,356,000 81,678,000 81,064,000 40,532,000 82,292,000 41,146,000

交 付
金 額

（千円未満
は 切 り 捨

て ）

都道府県
費

市町村費
そ の

他

本年度末
進 捗 率

Ｅ

単年度交付限
度 額

Ｃ × Ｅ － Ｄ
（千円未満は
切 り 捨 て ）

本　年　度 翌年度以降（予定）

交 付 金 額

翌 年 度 以 降

事 業 費 交 付 金 額
事 業 費 事 業 費

本年度までの累計

Ｈ 21 Ｈ 22 ＨＨ 20



交 付
金 額

円

備
考

23


